
1

令和５年（2023 年）2 月 17 日

教 育 委 員 会 資 料

教育委員会事務局子ども・教育政策課

令和５年度当初予算（案）の概要について

１ 令和５年度一般会計当初予算（案）対前年度比較

２ 令和５年度当初予算（案）の主な事業

（１）子ども教育費の主な新規、拡充、推進事業等

（２）その他の費目の主な新規、拡充、推進事業等
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（単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 特別区税 37,705,479 19.3 34,245,457 21.7 3,460,022 10.1 9.2

2 特別区交付金 43,400,000 22.2 40,500,000 25.6 2,900,000 7.2 7.7

3 地方譲与税 434,000 0.2 434,000 0.3 0 0.0 0.0

4 利子割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

5 配当割交付金 650,000 0.3 600,000 0.4 50,000 8.3 0.1

6 株式等譲渡所得割交付金 600,000 0.3 500,000 0.3 100,000 20.0 0.3

7 地方消費税交付金 8,200,000 4.2 6,800,000 4.3 1,400,000 20.6 3.7

8 環境性能割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

9 地方特例交付金 170,000 0.1 170,000 0.1 0 0.0 0.0

10 交通安全対策特別交付金 27,000 0.0 25,000 0.0 2,000 8.0 0.0

11 分担金及び負担金 2,651,313 1.4 1,277,341 0.8 1,373,972 107.6 3.6

12 使用料及び手数料 2,027,387 1.0 2,049,915 1.3 △ 22,528 △ 1.1 △ 0.1

13 国庫支出金 36,502,071 18.7 31,699,328 20.1 4,802,743 15.2 12.7

14 都支出金 14,520,176 7.4 13,336,222 8.4 1,183,954 8.9 3.1

15 財産収入 177,171 0.1 164,141 0.1 13,030 7.9 0.0

16 寄付金 93,555 0.0 37,455 0.0 56,100 149.8 0.1

17 繰入金 17,258,937 8.8 17,768,231 11.3 △ 509,294 △ 2.9 △ 1.4

18 繰越金 400,000 0.2 400,000 0.3 0 0.0 0.0

19 諸収入 3,037,911 1.6 1,792,910 1.1 1,245,001 69.4 3.3

20 特別区債 27,535,000 14.1 5,935,000 3.8 21,600,000 363.9 57.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0歳入合計

※表中の構成比等は表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値は、表示している数値から算出した値とは異なる場合があります。

比較

■歳入予算（款別）

款
５年度 ４年度

■歳出予算（目的別） （単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 議会費 1,072,306 0.5 992,787 0.6 79,519 8.0 0.2

2 企画費 855,115 0.4 677,574 0.4 177,541 26.2 0.5

3 総務費 25,089,964 12.8 12,634,624 8.0 12,455,340 98.6 33.0

4 区民費 13,342,631 6.8 11,713,484 7.4 1,629,147 13.9 4.3

5 子ども教育費 60,748,032 31.1 45,467,021 28.8 15,281,011 33.6 40.5

6 地域支えあい推進費 8,746,161 4.5 7,859,598 5.0 886,563 11.3 2.4

7 健康福祉費 37,480,892 19.2 34,056,051 21.6 3,424,841 10.1 9.1

8 環境費 5,859,758 3.0 5,692,015 3.6 167,743 2.9 0.4

9 都市基盤費 8,773,317 4.5 7,683,070 4.9 1,090,247 14.2 2.9

10 まちづくり推進費 17,611,354 9.0 12,728,724 8.1 4,882,630 38.4 13.0

11 公債費 1,599,677 0.8 1,300,609 0.8 299,068 23.0 0.8

12 諸支出金 14,050,793 7.2 16,629,443 10.5 △ 2,578,650 △ 15.5 △ 6.8

13 予備費 400,000 0.2 500,000 0.3 △ 100,000 △ 20.0 △ 0.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0

款
５年度 ４年度 比較

歳出合計

１ 令和５年度一般会計当初予算（案）対前年度比較
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２ 令和５年度当初予算（案）の主な事業

（１）子ども教育費の主な新規、拡充、推進事業等

（ ）は前年度当初予算額

4-01 中野区子どもの権利に関する条例の推進（拡充） 387万3千円(102万1千円)

子ども相談室について、面談室の什器を整備するとともに、相談室の愛称やキャラクターを募

集するなど、相談しやすい雰囲気づくりを進めます。また、啓発物品を活用して子ども相談室の

周知を図るなど、子どもの権利の普及啓発を実施します。

4-02 子どもの貧困対策の推進（拡充） 1億55万円(4,473万5千円)

学習支援事業や子ども食堂への支援の拡充を図るとともに、生活に困窮する子育て家庭を必要

な支援につなげるための体制の充実を図ります。また、東京都立大学が実施する「令和４年度子

どもの生活実態調査」の詳細分析を行います。

4-03 里親支援の拡充（里親訪問等支援）（拡充） 277万9千円(1万8千円)

里親支援について、家事援助や相互支援制度などの養育支援を拡充することにより、里親の登

録数の拡大及び委託促進を図ります。また、里親へ委託されていた児童に対し、委託解除後の居

住費を補助することで、児童が里親家庭から安定して自立できるよう支援します。

4-04 一時保護中及び里親家庭で生活する子どもの権利擁護推進（拡充）

155万6千円(78万4千円)

一時保護中及び里親家庭で生活する子どもを対象に、第三者が子どもの声を聴取し、児童相談

所が行う処遇等に関し子どもの声を尊重するしくみをつくります。

4-05 ひとり親家庭支援（新規） 1,336万円

ひとり親家庭（離婚成立前の実質ひとり親家庭を含む）に対し、日常生活や地域の中で孤立す

ることを防ぐため等の情報発信の強化、相談しやすい環境づくり、関係機関と連携した支援の強

化や養育費確保に向けた支援を行います。また、離婚調停中で実質ひとり親家庭となった家庭に

対し、金銭給付を行います。

4-06 高校生等（１８歳以下）医療費助成事業（新規） 9,886万6千円

高校生等の保健の向上と健全な育成を図り、子育ての支援に資することを目的として、養育者

に対し、高校生等に係る医療費助成を令和５年４月から実施します。
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4-07 子育て家庭ホームヘルプサービス事業（推進） 55万4千円(315万5千円)

令和４年度より子育てホームヘルプサービス事業として、児童がけがや病気をしたが保護者が勤

務等で介護が出来ない場合にホームヘルパーの派遣を依頼できる事業をひとり親家庭以外にも拡

充して実施しており、令和５年度も継続して実施します。

4-08 地域子ども施設等の機能拡充等（拡充） 6億1,985万1千円(2億1,520万9千円)

●キッズ・プラザ未整備校に、放課後に児童が帰宅せずに利用できる居場所・遊び場を小学校内

に整備するため、児童館が実施している学校・地域連携事業を拡充します。

●老朽化が著しい児童館施設の改修と設備の更新を行います。

●区立保育園、児童館、学童クラブ、キッズ・プラザ、ふれあいの家利用者の安全・安心と快適

な環境の確保のため、施設改修工事を実施します。また、キッズ・プラザ新規開設の準備を進め

ます。

●常設プレーパークの設置に向けた検討を行います。

4-09 児童館の機能拡充等（拡充） 3,667万6千円(554万4千円)

ふれあいの家の開館日を拡充するとともに、一部の児童館・ふれあいの家で行っている日曜日

乳幼児親子開放事業の実施施設を拡充します。また、放課後の多様な過ごし方について情報提供

を進めるとともに、学童クラブ待機児童対策を拡充します。

4-10 子育て支援ハンドブック「おひるね」の発行（拡充） 187万円(6万8千円)

お母さんの妊娠・出産期からお子さんの中学校卒業までの期間の中野区の子育て支援サービス

情報を掲載した子育て支援ハンドブック「おひるね」の内容を更新して発行します。

4-11 民間保育施設の新規開設支援（拡充） 12億2,920万円(13億8,258万4千円)

民間保育事業者が行う認可保育所の施設整備等に対して補助するとともに、認可外保育施設の

認可化及び指導監督基準への適合に向けた支援を行います。

4-12 保育所等の空き定員を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業（新規）

914万7千円

保育所や幼稚園を利用していない未就園児に対し、保育所等の空き定員を活用した定期的な保

育をモデル事業として実施し、空き定員の活用方法及び保育所の安定運営に対する効果や課題の

検証を行います。
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4-13 私立幼稚園等預かり保育推進補助金（拡充） 961万円(700万円)

私立幼稚園等で実施している教育時間前後や長期休業期間中の預かり保育について、現在の交

付要件を見直し保育の時間や日数を増やした園に対する補助を増額することにより、各園の預か

り保育の充実への取組を推進します。

4-14 障害児の受け入れに対する加算（新規） 4,922万円

認可保育施設（保育所、認定こども園）のうち、障害児の保育時間について標準の保育時間（１

１時間）に延長して障害児を受け入れている園に対する扶助費を加算します。

4-15 小規模保育施設等における防災対策の推進（新規） 196万円

認可保育施設等のうち、総合的な防災対策の取組を行う施設に対して区加算を支給します。

4-16 収納率向上への対策（拡充） 25万3千円

保育料の口座振替を促進するため、Ｗｅｂフォームから申込みできるようにします。

4-17 若者育成支援事業（推進） 881万1千円(847万9千円)

試行実施としていた大学生・社会人支援事業を本格実施する等事業の推進を図ります。また、中

高生年代向け施設のあり方の検討を進めます。

4-18 ＩＣＴ支援体制等の充実（拡充） 1億9,657万5千円(1億1,220万円)

学習用端末の更なる活用を図るため、ＩＣＴ支援業務を拡充することにより、学校に対する専門

的な支援体制の充実を図ります。また、区立学校におけるＩＣＴ環境の高度化・専門化に対応する

ため、民間事業者に支援業務を委託することで、ＩＣＴ環境整備を適切かつ計画的に進めます。

4-19 英語教育の充実（拡充） 1億468万6千円(3,779万9千円)

外国語指導助手配置の充実や、中学校１年生を対象とした宿泊による英語体験活動等の取組を

通して、英語学習への関心・意欲を高め、コミュニケーション能力の向上を図ります。

4-20 学校図書館機能の充実（拡充） 1億4,738万4千円(3,931万3千円)

学校図書館の蔵書を計画的に更新し、環境面を充実することで、子どもたちの読書に対する意

欲を高めます。また、全小・中学校において、放課後や夏季休業期間も学校図書室を開放し、子

どもたちが安心して過ごせる居場所として活用を図ります。
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4-21 教育相談体制の充実（拡充） 4,049万7千円(1,898万9千円)

増加している不登校傾向の児童・生徒やヤングケアラーなどに対してきめ細かな支援を充実させ

るため、スクールソーシャルワーカーの体制を強化します。また、スクールロイヤーを配置し、学

校への法律的支援を行います。

4-22 学校運営協議会・地域学校協働本部の設置（拡充） 1,446万4千円(283万7千円)

「(仮称）学校運営協議会」と「(仮称）地域学校協働本部」は、それぞれが持つ役割を十分に機

能させ、一体的に推進することで、子どもの豊かな成長を支え、地域とともにある学校づくりに

資する活動が一層進んでいくことが期待されることから令和４年度よりモデル実施を行っていま

す。令和５年度においても中学校区を増やしモデル実施を行います。

4-23 区立学校の再編等（推進） 161億4,099万4千円(39億8,310万9千円)

「中野区立小中学校再編計画（第２次）」に基づく小中学校の統合及び「中野区立小中学校施設

整備計画（改定版）」に基づく、学校施設の改修・解体・新築工事を行うとともに、新校舎の物品

整備、移転準備等を行います。

4-24 区立学校の環境改善に向けた計画的な改修等（推進）

13億2,653万1千円(3億9,878万4千円)

小中学校のバリアフリー化を含め、環境改善に向けた改修を計画的に行います。また、児童数

の増加等に伴い、普通教室の不足が見込まれる学校について、増築などの対応を図ります。

4-25 ひがしなかの幼稚園の第２園庭の整備（新規） 703万4千円

中野東中学校跡地の一部について、ひがしなかの幼稚園の第２園庭として整備し、教育環境の

充実を図ります。

4-26 通学路児童見守り業務（拡充） 4,358万8千円(2,372万3千円)

まちづくりの進展による通学環境の変容とそれに伴う通学児童の登下校時の安全対策を推進す

るために、通学路児童見守り交通安全指導員の配置時間を増やします。

4-27 区立小中学校の指導体制・組織体制の充実（拡充）3億360万9千円(1億1,489万5千円)

児童・生徒一人ひとりの学習状況に応じたきめ細かな指導を行うため、任期付短時間勤務教員

を増員します。また、教員の負担軽減を図り、授業の質の向上につなげるため、小学校の学級担

任業務を補佐する職員を配置します。
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（２）その他の費目の主な新規、拡充、推進事業等

4-28 中学校部活動の地域移行（新規） 22万4千円

休日における部活動の地域移行に向けて、有識者等による委嘱委員会を立ち上げ、区としての

方向性を協議します。

4-29 小学校選択制移動教室業務委託（新規） 4,173万6千円

貸切バスや宿泊施設の手配、実地踏査日や当日の添乗・行程調整等、移動教室の準備作業及び

実施時の諸業務を委託し、一部の移動教室について円滑かつ安定的な実施を図ります。

4-30 中学校総合体育大会連合陸上競技大会の充実（拡充） 357万円(160万4千円)

中学校総合体育大会連合陸上競技大会の会場を、駒沢オリンピック公園総合運動場から国立競技

場へ変更します。加えて区立中学校の３年生を対象に陸上競技大会とは別の競技種目を新設しま

す。

4-31 文化、芸術体験の充実（新規） 1,800万円

小・中学生の豊かな感性、想像力、人間性などを育むため、様々な文化、芸術体験の機会を確

保します。

4-32 中央図書館児童コーナー等環境改善事業（新規） 1,595万円

子ども読書活動を推進するために、低年齢の子どもたちに魅力のある児童コーナー等を整備し

ます。

4-33 区立図書館蔵書・貸出充実事業（拡充） 8,064万4千円(5,650万8千円)

区立図書館の蔵書を充実させ、貸出冊数の向上を図るため、蔵書の更新年数の改善を図ります。

7-04 森林環境譲与税の活用 3,916万2千円(1,105万円)

国産木材による備品購入等に活用(環境基金繰入金)します。

●緑野小学校

●緑野中学校

●鷺宮小学校・西中野小学校統合校

●中央図書館

●北部すこやか福祉センター

●江古田区民活動センター

●中野区役所新庁舎


